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開示対象個人情報の開示等に関する求めの手続きについて 

 

一般財団法人匿名加工医療情報公正利用促進機構（以下「本財団」という。）の保有する開示対象個人情報※につい

ての開示等の求めは、以下の手続きにより受付いたします。また、当財団がご本人の同意を得たうえで個人情報の第

三者提供を実施している場合は、作成した第三者提供記録の請求等の求めに対応致します。 

※開示対象個人情報とは、データベース化や整理された個人情報で、本人から求められる利用目的の通知、開示、内

容の訂正、追加又は削除、利用の停止、消去及び第三者への提供の停止の求めのすべてに応じることができる権限を

有するものです。 

 

 ただし、次のいずれかに該当する場合は、開示対象個人情報ではありません。開示等の請求に応じられない場合が

ありますのであらかじめご了承ください。なお、その場合は、その旨、理由を付記してご通知いたします。 

 

1. 当該保有個人データの利用停止等に多額の費用を要する場合等の理由により、利用停止等を行うことが困

難な場合であって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるとき 

2. 本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 

3. 当該事業者の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合 

4. 法令に違反する場合 

 

（1）事業者の名称および代表者の氏名 

一般財団法人 匿名加工医療情報公正利用促進機構  代表理事・山本 隆一 

（2）個人情報保護管理者の役職および連絡先 

 事務局長 総務経理部長  電話：03-3267-1929 

 

（3）開示対象個人情報の利用目的 

個人情報の種類 利用目的 

次世代医療基盤法に基づき医療機関から提供され

る診療情報 

・次世代医療基盤法に基づく匿名加工医療情報および仮名

加工医療情報の作成と提供 

・保有個人データ又は第三者提供記録の開示 

個別契約に基づく医療機関から預けられる診療情

報 

・個別契約に基づく医療機関のデータのバックアップおよ

び非常時での提供、匿名加工情報の作成と提供 

・保有個人データ又は第三者提供記録の開示 

匿名加工医療情報および仮名加工医療情報の提供

に関する申出に関する申請者の個人情報 

・申請書受理までの手続き、連絡等 

・審査結果の通知、確認等 

・匿名加工医療情報および仮名加工医療情報の利用等に関

する連絡等 

・提供後の報告、確認、監査等 

・保有個人データ又は第三者提供記録の開示 

オンサイトセンター利用申請に関する申請者の個 ・利用申請手続き、連絡等 
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人情報 ・オンサイト利用後の確認、監査等 

・保有個人データ又は第三者提供記録の開示 

オンサイトセンター内の操作者の監視カメラ映像 ・次世代医療基盤法で定める安全管理措置 

匿名加工医療情報および仮名加工医療情報の作成

に関する委託契約での委託元の個人情報 

・契約、請求等の業務上の連絡 

・匿名加工医療情報および仮名加工医療情報の作成業務に

関する資料等 

・保有個人データ又は第三者提供記録の開示 

本財団で開催するシンポジウムやセミナー等の個

人情報 

・出欠確認・請求・資料送付等 

・各種シンポジウムやセミナー等の案内 

・オンデマンド視聴のための設定 

・保有個人データ又は第三者提供記録の開示 

お取引先の担当者に関する個人情報 ・契約・請求等の業務上の連絡、打合せ 

・保有個人データ又は第三者提供記録の開示 

資料、白書等販売の情報 ・購入等の申込み手続き 

・書籍送付 

・保有個人データ又は第三者提供記録の開示 

役員、顧問、シンポジウム等の演者の個人情報 ・各会議開催等の案内（評議員会・理事会） 

・謝金、旅費の支払(納税手続きを含む)、委嘱等の手続き 

・緊急の連絡等 

・保有個人データ又は第三者提供記録の開示 

職員、採用応募者の個人情報 ・勤怠管理・給与計算・福利厚生・緊急連絡・採用選考に係

る連絡等 

・保有個人データ又は第三者提供記録の開示 

当財団への来訪者の個人情報 ・来館申請手続および入館・退館の対応 

 

（4）申出の方法 

（5）の申出先へ事前連絡の上、郵送、本財団への持参、電子ファイル（メールへのファイル添付、オンラインストレ

ージ等）の何れかによる申出 

 

（5）申出先 

一般財団法人 匿名加工医療情報公正利用促進機構  個人情報苦情・相談窓口（事務局・総務経理部） 

住所：〒162-0825 東京都新宿区神楽坂一丁目１番地 神楽坂外堀通りビル３階 

電話：03-3267-1929※ 

電子メール: query@fast-hdj.org 
 

※相談受付時間：10:00～12:00/ 13:00～16:00 月曜日から金曜日（土・日・祝日・年末年始、財団の定める休日等を

除く） 

 

（6）申出の書類 

以下の指定の書式をダウンロードのうえ（4）の何れかの方法にてお申出ください。 
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・開示等申出書 

 

（7）本人確認方法 

申出内容により、以下のいずれかの方法によりご本人様の確認をさせていただきます。書類に本籍が記載されている

場合や個人番号が記載されている場合は、該当箇所を塗りつぶしてください。 

 ・個人番号カードのコピー 

・免許証のコピー 

・住民票のコピー 

・パスポートのコピー 

・その他本人確認が可能な書類 

尚、いただいた本人確認書類については、開示等の作業に必要な範囲に限定して取扱い、本人確認後は当財団に

て責任をもって返却又は廃棄致します。 

 

（8）代理人による開示等の申出 

代理人による開示の申出の場合は、以下の書類を（6）の指定の書式および書式１「個人情報に係る請求に関する委任

状」ともにご提出ください。書類に本籍が記載されている場合は該当箇所を塗りつぶしてください。 

・委任状（委任者本人の署名もしくは捺印のあるもの） 

・代理人を証明する書類（個人番号カード・免許証・パスポート・住民票コピー） 

・代理人が未成年者の法定代理人の場合は戸籍謄本、住民票、その他法定代理人権の確認ができる公的書類のいずれ

かの写し 

・代理人が成年被後見人の法定代理人の場合は後見登記等に関する登記事項証明書、その他法定代理権の確認ができ

る公的書類のいずれかの写し 

 

（9）開示等の決定の通知について 

開示等の決定は、本財団への請求から特別な場合を除き 30 日以内に行い、申出者に開示等決定通知で通知します。も

し、利用目的の通知や開示等を行わない場合はその理由を申出者に通知いたします。 

 

（10）開示等に係る手数料について 

利用目的の通知および開示の申出には、所定の手数料が必要です。本財団は、下記の通り規定しております。 

・利用目的の通知手数料：800 円／1 件（税込) 

・開示手数料：5,000 円／1 件（税込） 

・記録の写し（A4 紙面・白黒）：30 円／1 枚（税込） 

・電子データ（CD-R）： 1,000 円／1 枚（税込） 

 

（11）手数料の支払いについて 

手数料の納入方法は、下記の２種類のうち都合のよい方法をお選びください。手数料の納入を確認した上で、申出者

に通知を行います。 

①本財団へ現金で納入する方法 

②開示請求者が郵便局で払込取扱票により払込する方法※ 

開示等申出書の「写し・電磁的記録の送付」の送付依頼を提出する際に郵便振替払込受付証明書を添付してください。 
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 尚、手数料が開示請求の受付の日の翌日から起算して 30 日以内に支払われないときは、開示手続きを開始

いたしません。 

 

 

（12）開示対象個人情報の安全管理のために講じた措置 

当財団における個人情報の安全管理措置に関する内容は以下の通りです。 

組織的安全管理措置 

•  個人情報の取扱いに関する責任者を設置するとともに、個人情報を取り扱う従業者及び 

 当該従業者が取り扱う個人情報の範囲を明確化し、法や取扱規程に違反している事実又 

 は兆候を把握した場合の責任者への報告連絡体制を整備しています 

•  個人情報の取扱状況について、定期的に自己点検を実施するとともに、年一回（又は必 

 要に応じて適宜）内部監査を実施しています 

人的安全管理措置 

•  

•  

個人情報の取扱いに関する留意事項について、従業者に定期的な研修を実施しています 

個人情報についての秘密保持に関する事項を就業規則に記載し秘密保持に努めています 

物理的安全管理措置 

•  個人情報を取り扱う区域において、従業者の入退室管理及び持ち込む機器等の制限を行 

 うとともに、権限を有しない者による個人情報の閲覧を防止する措置を講じています 

•  個人情報を取り扱う機器、電子媒体及び書類等の盗難又は紛失等を防止するための措置 

 を講じるとともに、事業所内の移動を含め、当該機器、電子媒体等を持ち運ぶ場合、容 

 易に個人情報が判明しないよう措置を講じています 

技術的安全管理措置 

•  個人情報を取り扱うシステム（端末）については、アクセス制御を実施して、担当者及 

 び取り扱う個人情報の範囲を限定する措置を講じています 

•  個人情報を取り扱う情報システムを外部からの不正アクセス又は不正ソフトウェアから 

 保護する仕組みを導入しています 

 
 

 


